
 

＜効率的で効果的な行財政運営について＞ 
 

 

 

 協働による効果的な事業推進や地域住民が主体的に地域課題の解決にあたるため、一定の権限や 

財源を地域へと移譲する「地域分権制度」を促進します。 

 （主な取組項目） 

  ・地域分権制度の促進 

 

 

 

民間において提供することが可能なサービスや、民間に任せることが効率的・効果的で市民サービス 

の向上につながる業務を洗い出し、民間の活用を進めます。 

（主な取組項目） 

・指定管理者制度の導入 … 斎場、中央図書館、中央公民館、市営住宅の維持管理業務、 

予防歯科センター・ふれあい歯科診療所 

・民間委託 … 窓口業務、市役所駐車場の管理運営など 

 

 

 

 

 

 

 

業務の改善や効率化を図ることにより、効率的で効果的な行政サービスを提供します。 

（主な取組項目） 

・業務改善事例やアイデア等の共有化、公用車のリース化の検討、会議時間や打ち合わせ時間の 

短縮など 

 

 

 

減少する市税収入に対応するため、公共施設等を利用した新たな歳入の確保に努めます。 

（主な取組項目） 

・公共施設へのネーミングライツ導入、庁舎内への広告導入、インターネットオークションを 

活用した車両や備品の売却など 

 

 

 

 

 公共施設等の計画的な維持管理や改修による長寿命化を図るとともに、適正な配置や効果的・効率的 

な運営を行います。また、転用や統廃合も視野に入れた活用を進めるとともに、未利用地の売却や貸付 

を行います。 

（主な取組項目） 

  ・公共施設等総合管理計画に基づいた公共施設等の適正な配置や効果的・効率的な運営 

  ・未利用地の売却や貸付など 

 

 

 

 広域的な行政課題や市民ニーズの動向を見極めながら、投資や維持に多大な費用を要するものや広域 

で事務処理等を行うことが効果的・効率的であり、市民サービスの向上につながるものなどについて、 

検討を進めていきます。 

（主な取組項目） 

  ・広域行政推進の検討 

 

   

２．民間の活用 

３．業務の改善、効率化 

４．歳入の確保 

１．参画と協働のまちづくりの推進 

６．広域行政の推進 

５．公有財産等の長寿命化と有効活用 
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※指定管理者制度とは、公の施設の管理運営に民間事業者等の能力やノウハウを活用し、多様化する市民ニーズ 

や社会経済情勢の変化に効果的・効率的に対応しながら、市民サービスの向上や経費削減等を図ることを目的 

とした制度。 

※広域行政とは、２つ以上の地方公共団体の区域を越えて行政事務を共同で広域的に処理すること。 

広域行政の手法として、消防、清掃、水道など特定事務を広域処理する一部事務組合が多いが、各種 

協議会や連絡会議等も用いられる。 


